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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、1990年代の不況が日本の労働市場にどのような影響を与えたのかを
多角的に分析した。特に女性や非正規労働者、新規大卒者の就業行動に着目し、不況期の前と後との両方の比較
からその影響を分析した。分析結果から、1990年代の不況は日本の労働市場を大きく変容させたが、少子化や高
齢化といった要因、さらには性別役割分業意識や男女間賃金格差の変動、産業構造の変化といった要因も大きな
影響を与えていたことが明らかとなった。また、金銭的な便益のみならず、非金銭的な便益も就労の意思決定に
おいて重要な決定要因となっていることが日本の労働市場の特徴の一つであることがわかった。

研究成果の概要（英文）：We study how recession during 1990s changed Japanese labor markets from 
various perspectives. In particular, we focus on the role of female labor force participation, 
demographic change such as population aging, the surge of the share of part-time and contingent 
workers, and matching between firms and new college graduates. We find that the recession during 
1990s changed Japanese labor markets, and that its effect persists in 2000s. Also population aging, 
structural change of industrial composition, gender role belief, and gender gap in labor demand 
severely affect labor force participation of population. We also find that non-pecuniary benefit 
plays very important role to account for working behavior of young male workers in Japan. All these 
findings reveal the unique characteristics of Japanese labor markets and their changes due to severe
 recession during 1990s.
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１．研究開始当初の背景 
 
1990 年代以降、日本の労働市場は様々な点
において変化してきた。その中でも特に注
目を浴びているのは、労働市場の非正規化
と呼ばれる現象である。厚生労働省の「労
働力調査」によると、1982 年 2月において
全労働者に占める非正規労働者の比率は
15.3%であったが、1995 年には 20.9%、さら
に 2009 年には 33.7%となっている。また同
時に、このような非正規就業割合の拡大は
特に若年労働者において顕著に見られ、
2009年における男性の非正規就業者割合は
18.4%であるが、在学中を除く 15 歳から 24
歳の男性非正規就業者割合は 25%と平均よ
り高くなっている。こういった若年労働者
層における非正規化の進展は、従来正規社
員に対して企業内で行っていた技能継承や
技能形成を阻害するのではないかとの懸念
が広がっている。 
 
日本における若年労働者の就業選択につい
て分析したものとして、初職の就業形態が
その後の就業形態に長期的な影響を与える
点を示した分析や、非正規の仕事に就くこ
とがその後の正規職への転職確率に与える
影響についての分析があげられる。これら
の研究は、現在の就業形態がその後の就業
形態に長期的な影響を与える可能性を示唆
しており、若年労働者の就業選択に即して
考えると、労働市場に入って間もない時期
における就業選択は、その後の就業選択ひ
いては労働者の厚生に対して少なくない影
響を与えることを意味している。また、海
外の先行研究の代表的なものとして、Keane 
and Wolpin “The Career Decision of Yang 
Men”(1997, Journal of Political 
Economy)があげられ、そこではアメリカの
個票パネルデータを用いて、動学的サーチ
モデルの構造パラメターを推定し、若者の
就業選択行動の解明を行っている。 
 
日本の労働市場についての実証分析として
動学的最適化モデルを分析した先行研究と
し て 、 Esteban-Pretel, Nakajima, and 
Tanaka “Are contingent jobs dead ends or 
stepping stones to regular jobs? 
Evidence from a structural 
estimation”(2011, Labour Economics)が
ある。その論文においては、正規職と非正
規職および非就業から一つを選ぶ職業選択
サーチモデルを構築し、その構造パラメー
タを 2002 年の就業構造基本調査を用いて
推定している。そこでは、非正規職に就く
ことは、非就業状態にいるのと比べて、将
来正規職へ就く確率を高めてくれはしない
が、労働者の厚生を考えると、非就業状態
にあるよりは非正規職についている方が平
均的に高い厚生を達成することができるこ
とが実証的に示されており、日本において

も動学的最適化モデルの推定が可能である
ことを示している。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、1990 年代の前後で日本の
労働市場がどのように変容したのかを、定
量的に明らかにすることである。そのため
に、具体的には以下の４つのことをおこな
う。 
 
まず 1990 年代以降の日本の労働市場の変
化をデータからとらえる。特に、1990 年代
の不況期の前と後との労働市場の比較を行
い、1990 年代の不況が日本の労働市場に与
えた影響を定量的に明らかにする。 
 
次に、1990 年代の日本の労働市場の変化に
おいて、女性の労働参加の変容がどの程度
重要であったかを把握するため、女性労働
参加および女性のパートタイムでの就業の
決定要因分析を行う。 
 
また、日本の労働市場の特徴の一つである
大学新卒者の就職市場を分析し、新卒者と
企業がどのようにマッチされているのかを
マッチング理論をもとにした構造モデルの
推定により明らかにする。 
 
最後に、日本のパネルデータを用いて、高
校および大学卒業後の初職を初期状態とす
るジョブサーチモデルを推定する。 
 
３．研究の方法 
 
1990年代の労働市場の変化を数量的に捉え
るために、1980 年代から直近に至るまでの
労働力調査の個票データより、毎月の労働
状態の推移を集計することで、就業、失業、
無職の３つの状態の推移確率を推定する、
いわゆる労働力フロー分析を行う。その上
で、1990 年代の不況期の前と後でそれらの
推移確率を比較することにより、不況の影
響により日本の労働市場がどのように変化
したのかを把握する。さらに労働力のフロ
ー分析を行い、就業、失業、非労働力の間
のフローが 1980 年代、1990 年代、および
2000年代にどのように変化したのかを確認
する。 
 
次に、女性の労働参加の決定要因の分析に
おいては、女性の労働参加に関する都道府
県別パネルデータを用いて、男女間の賃金
差が女性の労働参加に与える影響を回帰分
析により明らかにする。また、全国家族調
査の個票データを用いて、個人レベルでの
労働参加およびパートタイムでの就業の意
思決定モデルも推定し、男女間賃金差と性
別役割分業意識が女性の労働参加に与える
影響を分析する。 



 
新規大卒者の労働市場分析では、リクルー
ト社の大学別就職先調べに河合塾の大学ラ
ンキングデータを組み合わせ、どういった
特徴を持つ大学がどのような産業に新規大
卒者を輩出しているのかを推定する。その
際に、マッチング理論に依拠したモデルの
推定を行い、新規大卒者と企業および産業
とのマッチングの構造が 1980 年代と 1990
年代とでどのように変化したのかを明らか
にする。 
 
最後に、ジョブサーチモデルの推定のため
には、慶應義塾大学で実施している慶応パ
ネル調査を用いる。正規就業、非正規就業、
学業、および無業の４つの状態があるサー
チモデルを上記のパネルデータを用いて推
定し、それぞれの就業オプションの持つ金
銭的および非金銭的な便益がどの程度ある
のかを調べる。 
 
４．研究成果 
 
まず、日本の労働市場の変容に関する記述
的 分 析 の 結 果 は 、 Esteban-Pretel, 
tanaka, and Meng(2017)として出版された。
そこでは、以下のことが明らかにされた。
まず、1980 年代と 1990 年代の労働市場の
比較から、1990 年代の不況期により、労働
市場は大きく変容し、その影響は 2000 年代
に入っても強く残っていることがわかった。
さらに、失業率の変化の多くは不況の影響
によるが、就業率の変化と労働参加率の減
少の多くは高齢化によることがわかった。
さらに高齢化による労働市場の変容の効果
は男性よりも女性に対して強く観測される
ことが明らかにされた。 
 
次に、女性労働供給の分析は、City 
University of New York の Nuria 
Rodriguez-Planas准教授との共同研究とし
て進められ、その成果の一部は“Local 
Labor Demand, Local Gender Social Norms, 
and Female Labor Force Supply in Japan”
としてワーキングペーパーにまとめられた。
本分析で明らかにされたことは以下の通り
である。まず、男女間の労働需要の違いに
起因する賃金差が大きいほど、女性の労働
参加率は低くなることがわかった。また、
性別役割分業意識が強いほど、女性の労働
参加率は低くなることが、都道府県別の集
計パネルデータを用いた分析と、個票デー
タを用いた分析の両方から明らかになった。
これらの効果の大きさを比較すると、賃金
差が与える影響の方が役割分業意識の影響
よりも大きく、男女間の賃金格差を縮める
ような制度的改革が女性の労働参加率を高
める上で有効な政策となりうることが示唆
される。なお、本論文は現在出版のために
英文学術誌に投稿中である。 

 
新規大卒者と企業のマッチング分析
は”Who works with whom and why? A study 
of the Japanese Labor market for new 
university graduates”として、The Osaka 
Workshop on Economics of Institutions 
and Organization で報告を行い、そこで受
けたコメントを反映すべく、現在改定作業
を行なっている。なお、本分析から明らか
になったことは以下の通りである。まず、
就業者の大学ランキングの分布は産業によ
って大きく異なり、大学ランキングの高い
就業者比率の高い産業、低い就業者比率の
高い産業、中間的なランキングの就業者比
率の高い産業があることが観測され、大学
ランキングと就業者比率の関係は産業によ
って大きく異なることがわかった。また、
1980 年代のマッチング分布と 1990 年代の
分布を比較すると、その分布は大きく異な
り、1980 年代に比べて 1990 年代は学生側
の無業比率が大きく伸びていることや、企
業側の欠員率は不況期でも低下しなかった
こと、さらに製造業のシェアが低下してい
ることが確認された。この分析結果は、学
術誌への投稿を目的として論文にまとめる
作業をおこなっており、近日中に投稿する
ことを予定している。 
 
最後に、学卒後の初職を初期状態とするジ
ョブサーチモデルの分析を通じて、就業状
態の選択において、金銭的な便益よりもそ
れぞれの就業状態に付随する非金銭的な便
益の方がより大きな決定要因となっている
ことがわかった。本分析結果も、学術誌へ
の投稿を目的として、論文をまとめている。 
 
これらの分析結果から、1990 年代の不況は
日本の労働市場を大きく変容させたが、少
子化や高齢化といった要因、さらには性別
役割分業意識や男女間賃金格差の変動、産
業構造の変化といった要因も大きな影響を
与えていたと言える。また、金銭的な便益
のみならず、非金銭的な便益も労働供給に
対して重要な決定要因となっていることが
日本の労働市場の特徴の一つであるとまと
めることができよう。 
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